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教育費の負担軽減 
―高校の無償化をめぐる議論― 
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 近年の厳しい経済情勢の下、教育費の負担軽減が国政課題として浮上し、先に

行われた総選挙でも、各党のマニフェストに、様々な負担軽減策が掲げられた。

民主党のマニフェストには、重要政策の一つとして高校の無償化が掲げられてお

り、鳩山内閣発足後、川端達夫文部科学大臣は、平成 22 年度から無償化を実施す

るため、通常国会に関連法案を提出すると表明した。 

 議論の背景としては、近年の授業料滞納・中退の増加等のほか、国際人権規約

等が高校を含む中等教育の無償化を定めていることも挙げられている。 

 6 割が支持との世論調査もある高校の無償化だが、今後の実施に向けた課題も少

なくない。給付方式のように、問題点の検討を経て、当初の想定が転換された点

もある。本稿では、この問題について、各政党の公約、これまでの経緯、民主党

の政策、議論の背景をまとめるとともに、実施に向けた論点や課題を整理する。 
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はじめに 

 近年の厳しい経済情勢の中で、高等学校（以下「高校」）における授業料滞納や、経済的

理由による中退等が問題となっている。こうした状況にあって、平成 21 年 8 月の第 45 回

総選挙では、幼児教育の無償化や大学の奨学金拡充等とともに、高校の無償化又は負担軽

減が議論された。本稿では、先の総選挙における各政党の公約、これまでの議論、民主党

の政策、この問題が近年議論されるようになった背景、主な論点を概観する。 

 

Ⅰ 総選挙における各政党の公約 

 以下では、マニフェストを中心として、高校の無償化等に関する各党の選挙公約をみる。 

１ 民主党 

 民主党は、マニフェストにおいて、経済的理由により十分な教育を受けられない事態が

生じているとの認識の下、すべての子どもたちに教育の機会をつくるとして、「子ども手当」

創設や大学生向け奨学金の拡充と並んで、高校授業料の無償化を掲げた1。 
 それによると、無償化の具体的方法については、公立高校に在籍する生徒のいる世帯に

対し、授業料相当額（年額約 12 万円2）を支給するとともに、私立高校に在籍する生徒の

いる世帯に対しても同額（低所得世帯については 2 倍の額）を支給するとしており、こう

した支給は保護者の所得にかかわらず行うとしている3。このような施策の背景には、子育

て・教育は家族・個人の問題であるという従来の考え方を大きく転換したいという民主党

の意向があるとされ4、マニフェストには、我が国を「社会全体で子育てする国」にするこ

とが明記された。無償化の実施時期は、マニフェストの工程表によれば、平成 22 年度か

らとされており、必要な経費として約 4500 億円5が見込まれている。 
 なお、高校教育の無償化は、民主党、社会民主党、国民新党の三党が総選挙に当たり公

表した共通政策にも掲げられた6。 

２ 自由民主党 

 自由民主党のマニフェストでは、家庭における教育費の負担感が増している現状にかん

がみ、高校・大学について、就学援助制度や新たな給付型奨学金を創設するとともに、低

所得者の授業料無償化を行うとした7。保護者の所得により、無償化の対象を制限すること

としているのは、義務教育ではない高校を一律に無償化した場合には、進学しない者に対

して公平性を欠くとの判断があったからだという8。 

                                                 
1 『民主党 政権政策 Manifesto』民主党, 2009, pp.8-9, 17.  
2 この額は、マニフェスト自体には記載がないが、後述する第 171 回国会の民主党提出法案の概要説明に、

118,800 円という額が示されており、報道等では、約 12 万円という数字がしばしば用いられた。 
3 「マニフェスト点検 教育 空前の巨費 投入」『読売新聞』2009.8.5, p.2. 
4 「’09 衆院選 選択の手引 教育費 家計負担減の道は」『毎日新聞』2009.8.11, p3. 
5 マニフェストには、0.5 兆円と記載されているが、第 171 回国会の民主党提出法案では、施行に要する経費を

4500 億円と見込んでおり、報道等では、この 4500 億円という数字がしばしば用いられた。 
6 民主党・社会民主党・国民新党「衆議院選挙に当たっての共通政策」2009.8.14, p.2.   
7 『日本を守る、責任力 自民党 政権公約 2009』自由民主党, 2009, p.22. 
8 前掲注（3）    
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 なお、同党では、教育費の負担軽減策として、3-5 歳児に対する幼稚園・保育所等を通

じた幼児教育費の負担を段階的に軽減し、3 年目から無償化することも掲げていた。 

３ 他の政党 

 このほか、先の総選挙では、社会民主党9、国民新党10、新党日本11、日本共産党12が高校

授業料の無償化をマニフェストに掲げた。 

 一方、公明党のマニフェストでは、修学の継続が困難な高校生の授業料を保護者の所得

に応じて段階的に減免するとした13。なお、同党は、幼児教育について、小学校就学前 3
年間の幼稚園・保育所・認定子ども園等の無償化を進めるとしている。 

 みんなの党は、高校、専門学校、大学等を対象とする奨学金の拡充14を掲げ、改革クラ

ブは、対象を高校生に限定していないが、教育費の負担軽減のため、給付制奨学金や税控

除を組み合わせ活用するとしていた15。 

 

Ⅱ これまでの議論 

１ 過去の高校無償化をめぐる動き 

 高校の無償化については、これまでもしばしば議論の対象となってきた。 
 例えば、戦後、我が国の教育改革の基本方針策定のために来日した第一次米国教育使節

団の報告書（昭和 21（1946）年 3 月）では、新たな初等中等学校制度の考え方を示す中

で、3 年制の「下級中等学校」（義務教育）の後に、「無月謝で」希望者が全員入学できる

3 年制の「上級中等学校」を開設するよう勧告していた16。「無月謝」こそ実現しなかった

ものの、昭和 22（1947）年度の新学校制度実施を前にして文部省学校教育局がまとめた

文書でも、新制高校については、「義務制ではないが、将来は授業料を徴収せず、無償とす

ることが望ましい」との考え方が示されていた17。 
 また、1960 年代に入ると、中学校卒業者の急増期を迎え、高校進学希望者の全員入学を

目指す「高校全入運動18」が展開されるようになり、さらに、高校教育を義務化すべきと

の意見もみられるようになる。例えば、昭和 42（1967）年に教育改革研究大阪会議がま

                                                 
9   『Manifesto 衆議院選挙公約 2009 いのちを大切にする政治 社民党（総合版マニフェスト）』社会民主党, 2009, p.12.  
10 『輝け日本！ 国民新党 2009 政権政策』国民新党, 2009, p.6. 
11 『新党日本マニフェスト 日本「改国」宣言』新党日本, 2009, p.11.  
12 『日本共産党の総選挙政策 「国民が主人公」の新しい日本を』日本共産党, 2009, pp.11-12.  
13 『政治は実行力 公明党 manifesto ’09 生活を守り抜く』公明党, 2009, p.20.  
14 『みんなの党 5 つの柱 マニフェスト 2009（完全版）』2009, pp.9-10.  
15 『2009 改革マニフェスト（全文版）―あなたとの約束』2009, p.13. 
16 「米国教育使節団報告書―連合国最高司令官に提出されたる」1946.3.31, 『戦後日本教育史料集成 第 1 巻』

三一書房, 1982, pp.84-117.に収録 
17 文部省学校教育局「新学校制度実施準備の案内」1947.2.17, 『近代日本教育制度史料 第 23 巻』講談社, 1957, 
pp.239-270.に収録 
18 高校の増設、進学希望者全員入学を求めて全国的に展開された運動。昭和 37（1962）年には、日本教職員

組合（日教組）や総評等が中心となり、「高校全員入学問題全国協議会」が結成された。なお、日教組は、昭和

47（1972）年の教育制度検討委員会第 2 次報告（教育制度検討委員会・梅根悟編『日本の教育をどう改めるべ

きか』（教育改革シリーズ 3）勁草書房, 1972, pp.51, 63-64.）等において、度々、高校無償化を取り上げてお

り、最近の国への提言の中でも高校無償化を掲げている。『日教組 政策制度要求と提言（2009～2010 年度版）』

日本教職員組合, 2009.3, p.25. < http://www.jtu-net.or.jp/doc/proposal2009-2010.pdf>  
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とめた「教育改革への提言」では、9 年間の義務教育だけでは現代社会に対応し、それを

変革していく人間をつくるには不十分であるとして、後期中等教育を義務化すべきことを

述べている19。義務化と無償化とは同一ではないが、憲法上、義務教育が無償とされてい

ることからみて、義務化が実現すれば、その無償化も併せて図られることになる。 
 人権に関する国際条約への加盟時にも、高校無償化の問題が議論された（Ⅳ 5 参照）。 

２ 政党の政策 

 今回の民主党のマニフェスト以前にも、政党の選挙公約において高校の無償化を取り上

げた例がみられる。平成 4 年 7 月の参院選に際し、日本社会党（当時）は、教育費の負担

軽減に関する政策を公表し、公立高校の入学金・授業料・教科書購入費の無償化、公立高

校で無償化される額に相当する額の私立高校への助成等を掲げた20。平成 17 年の総選挙以

降、日本共産党の選挙公約にも、高校の授業料無償化が掲げられている21。 

３ 近年の政府における教育費の負担軽減に関する検討 

 平成 21 年 5 月、文部科学省では、昨今の厳しい経済情勢を受け、教育を受けるための

負担軽減を中心に、教育費の在り方を検討するため、「教育安心社会の実現に関する懇談会」

を設けた。7 月に取りまとめられた同懇談会報告書22は、高校段階の教育について、義務

教育でないとはいえ、進学率が 98%に上る「国民的な教育機関」となっており、機会均等

の要請が一層強まっていることから、教育費を社会全体で負担していく方向で諸施策を充

実していくことが適切であるとした。 
 しかし、高校無償化については、高校における学習に際し受益者に全く負担を求めない

こととすれば、非進学者との公平性の観点からみて適当といえるのかという根本的な課題

があると指摘し、さらに、こうした課題が整理できたとしても、現下の厳しい財政状況を

踏まえると、高校の教育費すべてを公財政支出に委ねて、無償化を図ることは現時点では

適当でないとされた。その上で、当面は、低所得者層を対象として重点的に支援すること

が適当であると述べ、具体的施策として、授業料減免の拡充、貸与制奨学金事業の充実等

を図るべきであるとしている。 
 

Ⅲ 民主党の政策 

１ これまでの経緯 

 民主党では、平成 18 年 9 月の代表選において、再選を目指す小沢一郎代表（当時）が

                                                 
19 教育改革研究大阪会議『教育改革への提言』明治図書出版, 1967, p.24. 同会議は、専門的立場から、教育改

革に関する研究と提案を行うことを目的として設立され、100 名以上の教育の専門的研究者が参加した。 
20 「参議院議員選挙中に社会党が発表した政策・提言 : 教育を受ける機会を広げ、親負担を軽減するために

（7.20 奈良 山花貞夫書記長）」『月刊社会党』445 号, 1992.9, pp.63-64.  
21 「総選挙にのぞむ日本共産党の各分野の政策（第 44 回総選挙特集 日本共産党の政策と活動）」『前衛』798
号, 2005.12, p.170.ほか 
22 『教育安心社会の実現に関する懇談会報告―教育費の在り方を考える』2009.7.3. ＜http://www.mext.go.jp/ 
b_menu/houdou/21/07/__icsFiles/afieldfile/2009/08/31/1281312_2.pdf＞ 以下の高校段階に関する記述は、

pp.19-20.に掲載。 
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基本政策の一つとして、5 歳から高校までの義務教育拡大を掲げた23。小沢代表の再選後、

民主党の基本政策の取りまとめ作業が行われ、当初、代表選で掲げられたとおり、高校の

義務教育化を盛り込むことが検討された。しかし、これについては、党内から「多様な生

き方を排除するように聞こえる」、「長すぎる」との指摘があったことから24、党政権政策

委員会では、進学を希望しない者にまで義務を課する趣旨ではないとして原案の修正を行

い25、最終的に決定された基本政策には、高校の義務教育化ではなく、高校の希望者全員

入学と無償化が掲げられることとなった26。 

 平成 19 年の参議院選挙でも、高校の無償化が同党政権公約（マニフェスト）27に盛り込

まれ、さらに、平成 20 年及び同 21 年の通常国会には、高校教育の無償化法案が提出され

た。平成 21 年の第 171 回国会提出法案28は、参議院で民主党等の賛成多数により可決され

たものの、衆議院では議決に至らず、解散に伴い廃案となっている。 

２ 第 171 回国会提出法案の内容 

 今後の議論のたたき台になるとみられる第 171 回国会提出法案の概要をみる。 
 この法案では、教育の機会均等に寄与するため、国公立の高校、中等教育学校（いわゆ

る中高一貫校）の後期課程、特別支援学校の高等部に在籍する生徒の保護者に対し、国公

立の高校の標準となるべき授業料の額を上限として、納めるべき授業料の額を、就学支援

金として 3 年間（定時制・通信制の課程では 4 年間）にわたり支給することとしていた。 
 国公立の高校の標準となるべき授業料の額については、国公立の高校の種類及び課程そ

の他の区分に応じて政令で定める額とされるが、民主党の説明資料29によると、平成 21 年

度の全日制課程では 118,800 円と想定されていた。私立の高校等30に在籍する生徒の保護

者に対しても、公立高校の全日制課程の標準授業料額相当額を上限として、納めるべき授

業料の額が支給される。私立の高校等の生徒であって、保護者の収入が一定の額以下のも

の31については、支給額が通常の就学支援金の 2 倍に相当する額となる。 
 就学支援金は、保護者の申請に基づき、その住所地の市町村長が当該の保護者に対して

直接給付することとされ、支給に要する費用は全額を国庫が負担する。同法の施行に伴い

必要となる経費は平年度約 4500 億円と見込まれていた。 
 

                                                 
23 小沢一郎「私の基本政策―公正な社会、ともに生きる国へ」2006.9.11. < http://www.ozawa-ichiro.jp/policy/ 
run_for_ipolicy_0609.htm> ここには、就学前教育の無償化の推進も掲げられている。 
24 「民主、政権政策あす決定 高校無償化や自治体の改編」『朝日新聞』2006.12.14, p.4. 
25 「民主、基本政策の一部で表現修正」『読売新聞』2006.12.14, p.4. 
26 『政権政策の基本方針（政策マグナカルタ）』民主党, 2006, p.4. 
27 『民主党の政権公約 Manifesto 国民の生活が第一』民主党, 2007, pp.13, 24.  
28 「国公立の高等学校における教育の実質的無償化の推進及び私立の高等学校等における教育に係る負担の軽

減のための高等学校等就学支援金の支給等に関する法律案」（第 171 回国会参法第 7 号） 
29 「国公立の高等学校における教育の実質的無償化の推進及び私立の高等学校等における教育に係る負担の軽

減のための高等学校等就学支援金の支給等に関する法律（案）【制度の概要】」 
民主党ホームページ < http://www.dpj.or.jp/news/ files/mushou.pdf> 
30 国公立の専修学校等（高校の課程に類する課程を置く専修学校・各種学校、高等専門学校の第 1 学年から第

3 学年まで）に在籍する生徒の保護者についても、私立高校等在籍の生徒の保護者と同じ取扱いがなされる。

最近の報道によれば、学校教育法上の各種学校であれば、インターナショナルスクールや朝鮮人学校も対象と

する方針とされる。「高専も無償化 外国人学校 専修学校も 概算要求盛る」『毎日新聞』2009.10.14, 夕刊, p.1. 
31 民主党の説明資料（前掲注（29））によると、年収 500 万円以下の世帯が想定されていた。 
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３ 総選挙後の動き 

 平成 21 年 8 月 30 日の衆議院議員総選挙後、高校教育の無償化は、現与党による三党連

立政権合意書に盛り込まれ32、さらに 9 月 16 日の鳩山内閣発足に当たり、川端達夫文部科

学大臣に示された鳩山由紀夫首相の指示書でもその冒頭に掲げられた33。川端文部科学大

臣は、就任会見で、平成 22 年の通常国会に無償化のための法案を提出し、同年 4 月から

実施する考えを示している34。内閣発足直後の毎日新聞による世論調査によると、高校教

育の無償化については、回答者の 61%が支持するとしていた35。 
 なお、無償化の仕組みについては、問題点の検討を経て、直接給付から間接給付へ方式

が転換されるなどの見直しが行われている。この点は、Ⅴの各論点の概観の中で述べる。 
 

Ⅳ 今回の議論に至る背景 

 以下では、高校無償化が総選挙の争点に浮上するに至った背景を概観することとする。 

１ 高校進学率の上昇 

 高校の進学率は、42.5%であった昭和 25 年から年々上昇し、昭和 49 年には 90％を越え

た。平成 21 年では 97.9%となっている36。こうした高い進学率を踏まえ、高校段階の教育

機関については、「国民的な教育機関」などと呼ばれることもある37。しかし、生活保護を

受けている被保護世帯の中学生が進学する割合をみると、平成 11 年が 81.5%、平成 17 年

が 87.5％に留まっており、上昇傾向にあるとはいえ、生活保護を受けていない世帯の生徒

と比較して約 10%の差が存在している38。ほとんどの者が高校に進学するようになった現

状においても、経済的理由から進学できない者がなお存在するとすれば、教育の機会均等

の観点からみて、こうした状態の改善は検討すべき課題となり得る。 
 この点、第 171 回国会に民主党の高校無償化法案が提出された際、その趣旨説明におい

て、発議者たる民主党議員からは、高校等の後期中等教育機関への進学率が約 98%に達し、

これらの教育機関が義務教育に準ずる役割を担っている現状にかんがみれば、その教育費

に係る保護者の負担を軽減し、すべての子どもに教育の機会を等しく保障することにより、

教育格差の解消を図ることは極めて重要な課題であるとの認識が示されていた39。 
 

                                                 
32 民主党・社会民主党・国民新党「三党連立政権合意書」2009.9.9, p.2. <http://www.dpj.or.jp/news/files/20090909goui.pdf >   
33 「負担軽減 首相も指示 川崎文科相の就任記者会見（きょういく特報部 2009）」『朝日新聞』2009.9.20, p.21.  
34 「大臣会見（9月17日）」2009.9.17. 文部科学省ホームページ <http://www.mext.go.jp/b_menu/daijin/detail/1285589.htm>  
35 「高速無料化 6 割反対 公約目玉政策 分かれる評価 本社世論調査」『毎日新聞』2009.9.18, p.5.   
36 平成 21 年度学校基本調査速報「調査結果の概要（初等中等教育機関、専修学校・各種学校）」p.16. 
<http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2009/08/06/1282645_1.pdf> 
37 前掲注（22）, p.19. 
38 生活保護制度研究会『保護のてびき 平成 21 年度版』第一法規, 2009, p.29. 
39 第 171 回国会参議院文教科学委員会会議録第 8 号 平成 21 年 4 月 21 日 p.1.（発議者の一人である民主党

の鈴木寛議員による法案の趣旨説明）これに対し、文部科学省は、後期中等教育に要する経費について、負担

の公平性や財源確保の困難性等にかんがみ、在学者には妥当な負担を求める方針をとっているとして、一律に

無償化するのではなく、主に低所得者層に対して重点的な支援を行うことにより、後期中等教育を受ける機会

の確保を図ることが適当であるとの考え方を示した。同委員会会議録第 9 号 平成 21 年 4 月 23 日 pp.1-2.
（塩谷立文部科学大臣、金森越哉文部科学省初等中等教育局長の答弁） 
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２ 教育費の負担の重さ 

 平成 18 年の文部科学省の調査によると、公立高校の授業料の平均額は年間 112,296 円

であり、これに教材や修学旅行、通学費、制服その他学校での活動に必要な費用を加えた

学校教育費は343,922円となる40。義務教育機関である小学校（56,655円）、中学校（133,183
円）と比較すると、かなり高額であることが分かる。公立高校であっても、授業料以外に

必要となる学校教育の費用は 20 万円を超えるため、特に低所得世帯にとっては、その支

払いに苦慮するなど大きな負担となっている41。これに学習塾・家庭教師や習い事の経費

である学校外活動費を含めると、学習費の総額は、520,503 円となる。 
 私立高校になると、授業料が 323,652 円42、学校教育費が 785,289 円となり、公立高校

と比較して、さらに多くの費用が必要となる。 

３ 修学支援制度の未整備 

 現在、経済的に修学困難な高校生に対し、全都道府県において授業料の減免措置が実施

されており、国は、都道府県の授業料減免を支援するため、地方交付税による措置を行っ

ている。都道府県立高校の授業料減免者総数は、平成 19 年度で、およそ 22 万 4 千人（全

生徒数の 9.7%）となっており、その免除額は 225 億円に上る43。私立高校については、授

業料の減免措置を行った学校に対し、各都道府県が補助を行っており、国は、都道府県の

補助額の一部を補助するなどの支援を行う。平成 19 年度では、私立高校の減免者総数は

約 17 万 1 千人（全生徒数の 15.5％）で、都道府県による補助額は、258 億円となってい

る。このほか、都道府県等による各種貸与型奨学金が存在する。 
 一方、授業料以外に必要となる学習費については、高校段階における負担軽減の制度は、

十分であるとはいえない。この点、義務教育機関である小学校・中学校では、経済的に修

学困難な者に対する援助として、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 13 条の規定に

基づく教育扶助のほか、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 19 条の規定に基づく就

学援助の仕組みが存在する44。 
 これに対し、義務教育ではない高校では、教育扶助や就学援助に相当する修学支援制度

が近年まで存在しなかった。生活保護制度については、いわゆる「学資保険訴訟」の最高

裁判決（平成 16 年 3 月 16 日45）等46を受け、平成 17 年の「生活保護法による保護の基準」

（昭和 38 年厚生省告示第 158 号）の一部改正により、「生業扶助」の「技能修得費」とし

                                                 
40 以下の金額は、次の資料による。『平成 18 年度 子どもの学習費調査報告書』文部科学省, 2008, pp.30-31.   
41 「高校無償化へ文科省案『これで勉強打ち込める』『授業料以外にも配慮を』」『読売新聞』2009.9.14, p.33. 
42 平成 21 年度の私立高校の平均授業料額は約 35 万円とされる。「私立高校生いる低所得の世帯は授業料実質

無償化へ 文部科学省 就学支援金に地方交付金等 更に上積み要求」『全私学新聞』2009.11.3, p.1. 
43 前掲注（22）, p.33. 以下の私立高校の数字も同資料による。 
44 就学援助制度の概要については、鳫咲子「就学援助制度における自治体間格差」『子どもの貧困白書』明石書

店, 2009, pp.169-174. 、その歴史的経緯等については、藤澤宏樹「就学援助制度の再検討（1）・（2・完）」『大

阪経大論集』58 巻 1 号, 2007.7, pp.199-219; 59 巻 1 号, 2008.5, pp.57-75. 等を参照。 
45 最高裁判所民事判例集 58 巻 3 号, p.647.以下。 ほとんどの者が高校へ進学する近時の状況では、「高等学校

に進学することが自立のために有用である」との判断が示された。 
46 平成 16 年の社会保障審議会専門委員会の報告では、子どもの自立・就労のために高校就学が有効な手段と

なっているとして、生活保護世帯の自立を支援する観点から、高校就学費用について生活保護制度での対応を

検討すべきとされた。『社会保障審議会 福祉部会 生活保護制度の在り方に関する専門委員会 報告書』

2004.12.15. <http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/12/s1215-8a.html>   
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て「高等学校等就学費」が新設された47。しかし、低所得者層の負担軽減のためには、さ

らに高校版就学援助に当たる新たな奨学金制度の創設が必要であると指摘されていた48。 

４ 授業料滞納、中退の増加 

 平成 20 年度の授業料滞納者は公私立合計で約 1 万 7000 人に上る49。また、毎日新聞の

47 都道府県教育委員会に対する調査によると、平成 18 年度の全国の都道府県立高校の入

学金と授業料の滞納は約 4 億 6 千万円に及んでいる50。 
 高校中退者数をみると、文部科学省の調査によれば、平成 20 年度で 6 万 6226 人（中途

退学率 2.0%）となっている51。同年度の高校中退の理由としては、「学校生活・学業不適

応」（39.1%）、「進路変更」（32.9％）の 2 つが多く、「経済的理由」は 3.3％である。「経済

的理由」を挙げる者は、それ程多くないように見えるが、学校生活・学業不適応や進路変

更を中退の理由に挙げた者の中にも、実際には家庭の状況や経済的な問題が背景にあり、

複合的な要因によって学校に通えないという状況に立ち至った生徒が相当数存在すると推

測されるとの指摘がある52。また、「経済的理由」により退学したと回答した者のうち、授

業料滞納があった者は、公立高校で 40％、私立高校で 61.9％に上っている。一方、授業

料の減免を受けていた者は、公立高校で 35.5%、私立高校で 22.5%、奨学金の貸与を受け

ていた者は、公立高校で 6.8％、私立高校で 13.9%に留まっており、授業料免除等を受け

ないまま中退した生徒がいることが分かる53。 

５ 国際条約との関係 

（１）国際人権規約 A 規約 
 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（昭和 54 年条約第 6 号。いわゆる

「国際人権規約 A 規約」）第 13 条第 2 項（b）の規定は、締約国に対し、中等教育につい

て、すべての適当な方法、特に無償教育の漸進的な導入により、一般的に利用可能であり、

かつ、すべての者に対して機会が与えられるものとすることを求めている。この規定に従

えば、高校の無償化も検討する必要が生じ得るが、我が国は、昭和 54（1979）年の同規

約批准に際し、「特に無償教育の漸進的な導入により」の文言に拘束されない旨の留保宣言

を行った。当時の政府は、この時の留保の理由として、①私立学校の占める割合の多い我

が国では、私学進学者との均衡の観点から国公立学校についても妥当な程度の負担を求め

ることとしていること、②私学を含めて無償化を図るのは私学制度の根本に関わることを

挙げた54。民主党は、当該留保を撤回すべきとしている55。 

                                                 
47 「学資保険訴訟」及び生活保護法の「高等学校等就学費」については、次の資料を参照。大津尚志「高校教

育と生活保護―中嶋学資保険訴訟」『月刊高校教育』39 巻 12 号, 2006.9, pp.94-97. 「高等学校等就学費」とし

て、授業料、入学金、入学考査料、教材費、通学費のほか、平成 21 年 7 月からは、家庭内学習に必要な図書購

入費や、課外のクラブ活動に要する費用も支給対象となっている。 
48 教育再生懇談会『これまでの審議のまとめ―第4次報告』2009.5.28. <http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku_kondan/ 
houkoku/singi-matome4.pdf > ; 前掲注（22）, p.20.   
49 前掲注（22）, p.38. 
50 「滞納は 4 億 6 千万円 都道府県立高校 入学金と授業料」『毎日新聞』2008.4.18, p.1. 
51 『平成 20 年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査』（小中不登校等）2009.8.6. 文部科

学省ホームページ <http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/21/08/__icsFiles/afieldfile/2009/08/06/1282877_1_1.pdf> 
52 横井敏郎「高校中退問題をどう考えるか―高校の社会的包摂機能の再認識」『月刊高校教育』42巻10号, 2009.8, pp.34-37. 
53 「2009 年度学校基本調査速報 ① 不登校等 1.9%減の 12 万 6805 人」『内外教育』5930 号, 2009.8.18, pp.2-4. 
54 第 87 回国会参議院外務委員会会議録第 11 号 昭和 54 年 5 月 22 日 p.19.（粕谷照美議員の質問に対する



調査と情報－ISSUE BRIEF－ No.666 

 8

 なお、OECD 加盟国の中で、我が国の高校に当たる後期中等教育が無償とされていない

のは、我が国のほかは、韓国、イタリア、ポルトガルの 3 か国となっている。 
 
（２）児童の権利に関する条約 

 「児童の権利に関する条約」（平成 6 年条約第 2 号）をめぐる国会審議でも、高校無償

化に関する議論が行われた。同条約第 28 条第 1 項（b）の規定は、中等教育について、無

償教育の導入、必要な場合における財政的援助の提供のような適当な措置を締約国がとる

ことを定めている。このため、この規定と高校無償化との関係が問題となり得るが、政府

は、「無償教育の導入」という文言について、締約国がとるべき適当な措置の例示であり、

無償教育の導入自体を締約国に義務付けるものではないとの解釈を示した56。こうした解

釈に従い、政府による条約の日本語訳では、「無償教育の導入」の前に「例えば」という文

言が置かれている57。これに対しては、この規定により、我が国は高校教育の無償化の実

現を求められているという見解58がある。 
 

Ⅴ 主な論点 

 以下では、高校無償化に関して指摘されている主な論点を紹介する。また、総選挙後、

こうした議論を経て行われた制度設計等の見直しについても触れることとする。 

１ 意義・目的と実効性 

 民主党の第 171 回国会提出法案によると、高校無償化の目的は、教育の機会均等に寄与

することとされている。さらに、民主党は、国際人権規約 A 規約の留保撤回を目指してお

り、高校無償化を「学ぶ権利」との関係でとらえている59ことからみて、無償で高校教育

を享受し得ることを権利として位置付けようとしていると考えられる。この考え方は、支

援対象を低所得者に限定するのではなく、すべての生徒を広く支援するという方針にもつ

ながる。ただし、これに対しては、先に述べた文部科学省の懇談会報告のように、受益者

負担の観点や、厳しい財政事情からみて、現時点で無償化を図ることは適当でないとし、

当面、低所得者層を重点的に支援することが適当とする見解もある60。 

                                                 
内藤誉三郎文部大臣の答弁） 
55 第 171 回国会参議院文教科学委員会会議録第 9 号 平成 21 年 4 月 23 日 p.2.（民主党が第 171 回国会に提

出した高校無償化法案の審議における水岡俊一議員（発議者）の答弁）同法案の趣旨説明では、同法案が、国

際人権規約（A 規約）第 13 条第 2 項(b)の規定の理念の具体化を図るものであるとの説明がなされた。同委員

会会議録第 8 号 平成 21 年 4 月 21 日 p.1.（鈴木寛議員による法案の趣旨説明） 
56 第 123 回国会参議院予算委員会会議録第 7 号 平成 4 年 3 月 23 日 p.25.（森暢子議員の質問に対する坂元

弘直文部省初等中等教育局長（当時）の答弁）これに対し、国際人権規約 A 規約では、「特に無償教育の漸進的

な導入」という文言を用いていることから、漸進的導入が締約国に義務付けられていると解されるため留保宣

言を行ったという。 
57 これは、“such as”の訳であるが、国会審議では、むしろ「及び」あるいは「かつ」と訳すべき文言であって、

この条約の趣旨からみて、この規定により「無償教育の導入」が締約国に義務付けられているのではないかと

の質問が野党からなされた。第 126 回国会衆議院外務委員会議録 8 号 平成 5 年 5 月 12 日 p.20.（佐藤泰介

議員の質問） 
58 下村哲夫編『児童の権利条約（新版）』時事通信社, 1994, p.178 ; 永井憲一・寺脇隆夫編『解説・子どもの権

利条約（第 2 版）』日本評論社, 1994, p.130. 注（57）の国会審議における質問も同趣旨のものとみられる。 
59「支援範囲は広く 指導力向上厚く 予算要求にみる改革･･･ハードからソフトへ / 鈴木寛副文科相に聞く―人
権規約にのっとり無償化 / 非常勤より『正規』増やす（新 教育の森）」『毎日新聞』2009.10.24, p.13. 
60 文部科学省の坂田東一事務次官は、財源に限りがある中、できるだけ経済的に困窮する人たちを優先して支
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 また、経済的に困窮している世帯では、既に授業料減免措置を受けているので、今後授

業料のみが無償化されても、新たに負担が軽減されるわけではない。こうした世帯にとっ

ては、授業料以外の学校教育の費用が依然として大きな負担となっている。このため、先

に述べたように、教育格差を是正するには、低所得者向けの新たな奨学金制度の創設が必

要との指摘があり61、文部科学省は、既に当初（8 月）の平成 22 年度予算概算要求に低所

得世帯向けの就学支援策（給付型奨学金等）を盛り込んでいた62。 

２ 給付の方法 

 第 171 回国会の民主党提出法案では、就学支援金を高校生の保護者に対して直接給付す

る方式を想定していた。だが、直接給付の方式をとった場合には、保護者各人の申請に基

づき在学証明や所得証明等を処理する市町村の事務量が膨大なものになり、その事務経費

が推計で数百億円に上ると見込まれるほか、就学支援金を受け取った保護者が授業料に充

当する保証がないなどの問題点が指摘されていた63。 
 これを受けて、文部科学省からは、都道府県等を通じて学校設置者に授業料相当額を交

付する間接給付の方式が示され、川端文部科学大臣も 9 月 25 日の会見で、間接給付方式

をとることを表明した64。現在検討されている仕組みでは、保護者が学校経由で都道府県

に申請書を提出し、都道府県から国に対して就学支援金の申請が行われ、国から交付され

た就学支援金は、都道府県を介し学校設置者が各世帯を代理して受領するとされている65。 

３ 私立高校への影響 

 公立高校の授業料無償化により、私立高校の経営への影響を危惧する声がある。民主党

マニフェストでは、私立高校に在籍する生徒のいる世帯に対しても、公立高校と同額を支

給し、さらに低所得世帯に対しては、支給額を倍（約 24 万円）にするとしていた。だが、

こうした支援の下でも、授業料の高い私立高校では有償部分が残るため、却って公私間の

格差が拡大するおそれがあり66、また、無償である点が強調されることにより、公立高校

への進学希望者が増加し、私学経営が困難に陥りかねないこと67等が指摘されていた。 
 これに対し、文部科学省は、私立高校生のいる年収 350 万円以下の世帯に対しては、私

立高校の平均授業料額である約 35 万円までの額を支給することにより、私立高校も実質

                                                 
援するという考え方をとってきたと述べている（「事務次官会見概要（8 月 31 日）」2009.8.31. 文部科学省ホー

ムページ <http://www.mext.go.jp/ b_menu/daijin/detail/1284803.htm>）。『教育安心社会の実現に関する懇談

会報告』（前掲注（22））は、こうした考え方に基づいている。第 171 回国会における民主党提出の高校無償化

法案の審議でも、自由民主党からは、低所得世帯を厚く支援すべきではないかとの疑問が呈された。第 171 回

国会参議院文教科学委員会会議録第 9 号 平成 21 年 4 月 23 日 p.4.（自由民主党の西田昌司議員による質問） 
61 前掲注（48）の各報告を参照。次の記事も参照。「教育格差超えたいのに 各党公約の無償化策『低所得者に

効果薄』」『朝日新聞』2009.8.29, 夕刊, p.11.  
62 当初の要求額は 455 億円。「平成 22 年度概算要求主要事項【説明資料】」文部科学省初等中等教育局, 2009.8, 
p.3. <http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2009/08/28/1283693_008.pdf>    
63 「高校無償化 間接方式で 文科相表明 自治体通じ給付」『読売新聞』2009.9.25, 夕刊, p.1.  
64 「大臣会見録（9 月 25 日）」2009.9.25. 文部科学省ホームページ ＜http://www.mext.go.jp/b_menu/daijin/ 
detail/1285593.htm＞ 一方で、川端文部科学大臣は、請求権はあくまで個人に帰属すると述べている。 
65 文部科学省初等中等教育局「平成 22 年度概算要求説明資料」2009.10, pp.41-42. 各世帯には、学校から、支

給金の支給決定の通知が届くことになるという。 
66 「どうなる学校 高校授業料無償化 現場に歓迎と戸惑い」『東京新聞』2009.9.29, p.18. 
67 「『高校無料化』で公立伝統校が復活する」『サンデー毎日』2009.9.6, pp.40-41. 
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無償化する方針を決定し、必要な地方交付税措置を 10 月 23 日に総務省に要望した68。さ

らに、同省は、子育て世帯の年収の中間値である年収 600 万円程度の世帯までを対象に、

年収額に応じて就学支援金に授業料減免補助を上乗せする方針とされる。 

４ 財政上の問題 

 高校授業料無償化の実現には、新たに約4500億円の予算が必要であるとみられており、

文部科学省の平成 22 年度予算概算要求では、高等学校等就学支援金として 4501 億円が要

求された69。また、年収 350 万円以下の世帯の生徒への就学支援策（給付型奨学金等）と

して、123 億円が要求されている70。さらに、私立高校については、低所得者層への授業

料無償化のために、地方交付税等の上積み要求がなされている71。 
 しかし、現下の厳しい財政状況にあって、無償化に必要な財源をいかに確保するかは、

総選挙前から課題として挙げられており72、平成 22 年度予算についても、財務省の査定に

おいて要求が満額認められない可能性が指摘されている73。 
 この点、政府税制調査会では、来年度税制改正をめぐる議論の中で、教育費負担の軽減

のために 16 歳から 22 歳までの扶養親族 1 人当たり 63 万円を課税所得から差し引く特定

扶養控除について、高校無償化と共通の政策目的を持つことから議論の余地があるとして、

縮小を検討していると伝えられた74。仮に特定扶養控除を廃止した場合には 8000 億円の財

源確保につながるといわれている75。これに対し、文部科学省は、平成 22 年度税制改正要

望事項として、特定扶養控除を現行のまま維持することを求めている76。 
 

おわりに 
 義務教育でないにもかかわらず進学率が約 98%に上る高校については、大部分の保護者

も子どもも卒業資格を取得したいと考え、また、多くの企業が当該資格を雇用条件にして

いることなどから、事実上のナショナル・ミニマムという認識が社会に定着したとみるべ

きとの指摘がある77。今日における高校教育のこうした現状を考えると、その教育費に係

る負担軽減は重要な課題であるといってよい。各論点についての十分な議論がまたれる。 
 一方、幼児教育や高等教育にかかる費用についても、家計の負担軽減を求める意見が少

なくない。OECD の調査結果等を受けて我が国の公財政教育支出の少なさが問題とされる

中、これらの教育段階についても、さらなる検討が必要であろう。  

                                                 
68 前掲注（42） 以下の記述も同資料による。 
69 前掲注（65） 
70 同上, p.27. この額は、当初の概算要求時の額である 455 億円（注（62）参照）より減額となっている。前

掲注（59）も参照。 
71 前掲注（42） 
72 「民主公約『高校無償化』来年度から 学費分 年 12 万円」『朝日新聞』2009.7.20, p.1. 第 171 回国会の民主

党提出法案の審議でも、当時の政府は、高校の一律無償化が困難な理由の一つとして財源の問題を挙げていた。 
73 「高校無償化 どう動く 間接給付し就学支援」『読売新聞』2009.10.28, p.11. 
74 「特定扶養控除見直しへ 政府税調」『産経新聞』2009.10.30, p.9. 
75 「高校・大学生いる世帯 特定扶養控除を縮小」『日本経済新聞』2009.10.28, p.1. 
76 「平成 22 年度 文部科学省税制改正要望事項」2009.10, p.2. 
 < http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2009/10/30/1283681_023_2.pdf>   
77 今井勝人「ナショナル･ミニマムについて考える―第 2 次世界大戦後の高等学校教育の場合」『経済学研究』

70 巻 4・5 号, 2004.4, p.163. 
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